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１　研究の背景

本研究は、政策研究・大学連携センター（以下「当センター」という。）の平成 23 年度研究テーマのうち、
庁内から提案された研究テーマである。

厳しい雇用情勢が続く中、学卒時に正規雇用としての就業が難しいことなどからフリーターにならざるを
得ない学生が多く見られる。そのため、県内における若年層のフリーターの実態を調査し、今後の若年者雇
用の支援策を検討するための基礎資料とすることを目的として実施したものである。

神奈川県労働審議会では、平成 21 年度と平成 22 年度の２カ年にわたって、「これからの労働社会を考え
る」をテーマに取り上げ、調査・審議を行い、平成 23 年３月の同名の報告書を取りまとめた。この報告書
の中で本研究テーマの関わりでは、主に非正規労働者を対象にした具体的な取組みの一つとして、「今後は、
若年層フリーターといった非正規労働者に関する実態の把握に努め、支援策に役立てることに取り組むべき
である。」としている。

なお、この報告書の中で、全国の雇用の実情の把握については、民間調査機関による、いわゆる団塊ジュ
ニア世代への調査「“35 歳 ” を救え」のアンケート結果を参考にしているが、本研究においてもこのアンケー
ト結果を参考にし、全国との比較を試みた。

２　研究報告書の構成

本研究の構成は、次のとおりである。
　　　第１章　研究をめぐる現状と目的
　　　第２章　フリーターをめぐる動向・状況
　　　第３章　若年層の雇用状況実態調査
　　　第４章　終わりに

３　内　容

フリーター対策については、平成 15 年６月に国により「若者・自立挑戦プラン」が策定され、取組みが加
速された。主な具体的取組みは、①ジョブカフェ、②ジョブ・カード、③日本版デュアルシステム（委託訓練
活用型、短期課程活用型）等である。

本県では、商工労働局労働部が中心となり、若年者の就職支援に取り組んでいる。主な支援策は次のとおり
である。

⑴　かながわ若者就職支援センター（ジョブカフェ）

神奈川県における若年層のフリーターの
実態に関する研究

第１章　研究をめぐる現状と目的
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本県におけるジョブカフェであり、キャリアカウンセリングから職業紹介まで、若者の就職活動を支援
しており、30 歳代までの仕事を探している方が利用している。

　⑵　新卒未就職者等人材育成事業
新卒未就職者等を期間を定めて雇用し、ビジネスマナーなどの基礎的な研修（OFF-JT）を行うとともに、

企業での職場実習（OJT）を行い、働く上で必要とされる知識や技術の習得を図り、正規雇用に結びつけ
る「新卒未就職者等人材育成事業」を緊急雇用創出事業臨時特例基金を活用して実施している。

⑶　緊急就業支援事業
新規学卒者を含めた若年者を対象とした合同就職面接会や、若年者と中小企業のマッチングを図る業界

別就職面接会、各種セミナーを実施し就業を支援している。
　⑷　職業能力開発校における取組み

産業技術短期大学校人材育成支援センター、東部総合職業技術校（愛称：かなテクカレッジ）、平塚高
等職業技術校及び秦野高等職業技術校において職業訓練を実施するとともに、民間教育訓練機関等に委託
して実施する、離転職者向け委託訓練「即戦力」「トライ！」に取り組んでいる。

○　フリーターの定義と特徴

「フリーター」は 1980 年代末頃に、卒業してもアルバイトなどを続ける新たなライフスタイルの若者を
指した造語である。

本研究においては、フリーターの定義を、15 ～ 34 歳（ただし学生と専業主婦（夫）を除く）のうち、
勤め先における呼称が「パート、アルバイト、労働者派遣事業所の派遣社員、契約社員・嘱託、その他」で
ある者、とした。これは、若年層の非典型雇用と同一であり、いわゆる非正規雇用者である。この定義の特
徴として他の主な定義と異なる点は、①専業主婦を除いた既婚女性を含めたこと、②無業者を除いたこと、
である。理由は①世帯の補助収入として想定されていた既婚女性の非正規雇用の実態を把握するため、②「働
く意思のある無職の人」が客観的でないため、である。なお、この研究では、正規雇用者との比較を行う場
合に用いる非正規雇用者は、フリーターと同義である。

○　先行研究

フリーターの先行研究は、労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）で多くの基礎的な研究が行われてきて
おり、平成 11 年度より「若者のワークスタイル調査」が実施されている。

第２回若者ワークスタイル調査は、平成18年に東京都の若者に対して行われた。東京都は大都市の代表で、
求人が多く、また、他地域からの流入がみられ、かつ、求人にサービス・販売の仕事が多いという地域である。
さらに平成 20 年には、「若者のワークスタイル調査（地方版）」が実施された。地方版は、北海道（札幌・釧路）
と長野（長野市・諏訪地域《諏訪市・茅野市・岡谷市》）の地域が選択された。地域の類型として、北海道がサー
ビス・販売の求人が多い地域、長野は製造業の求人が多い地域であり、製造業の求人が多い長野の場合は工
業高校、専門学校を中心に安定雇用に早くから入っている一方、サービス業が中心の北海道では、学卒時か
ら一貫して非正規雇用の人が多いという結果が出ている。東京は北海道と長野の中間の水準である。本研究
でも、この調査と同様に地域における分析（「横浜・川崎地域」と「その他地域」の比較）を行った。　

○　フリーターについての基礎指標

「就業構造基本調査」から本研究のフリーターの定義に対応する全国のフリーターの実数を見ると、約
486 万人である。本県における、本研究のフリーターの定義による実数を平成 19 年就業構造基本調査（特
別集計）で見ると、約 33 万人である。

第２章　フリーターをめぐる動向・状況
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近年、厳しい雇用情勢が続き、学卒時に正規雇用としての就業が難しい学生が多く見られるため、本県の若
年層の雇用状況の実態を把握し、今後の支援策を検討することを目的として調査を実施した。

・調査対象　　正規課程の学生と専業主婦（夫）を除く 15 歳～ 34 歳の男女
・調査時期　　平成 23 年 11 月～平成 24 年１月
・調査内容　　アンケート全 41 項目
・調査実施箇所

＜戸別訪問調査＞
調査対象がいる世帯等に、留置調査（調査票への記載を依頼し、一定期間経過後に回収に出向く調査）を行

い、1,200 件以上の対象者のアンケートを回収 ( 非正規雇用者 400 件以上・正規雇用者 800 件以上 ) した。
地点の選定は、神奈川県内を５地域（①川崎・横浜地域　②三浦半島地域　③県央地域　④湘南地域　⑤県

西地域）に分け、100 地点を５地域の対象年齢の人口数で比例配分した。
＜来場者調査＞

かながわ若者就職支援センター等への来所者や新卒未就職等人材育成説明会参加者等の対象者に調査を実施
し、400 件以上のアンケートを回収（非正規雇用者 400 件以上）した。

主な結果は次のとおり。
○　配偶者の有無

非正規雇用者では、配偶者が「いる」が 12.6％、「いない」が 87.4％となっている。一方、正規雇用者では、
「いる」が 36.1％、「いない」が 63.6％で非正規雇用者のほうが、配偶者が「いる」が 23.5 ポイント低くなっ
ている。

男女別で見ると、男性の非正規雇用者では「いる」が 4.6％、「いない」が 95.4％で「いない」が圧倒的
に多いが、男性の正規雇用者では「いる」が 41.9％、「いない」が 57.9％で非正規雇用者ほどの差がない。
また、「いる」が女性の非正規雇用者では 23.4％、正規雇用者では 23.0％であり、正規・非正規にそれほ
ど差がない。

○　年収

非正規雇用者では「0 ～ 49 万円」が 21.9％で最も多く、「100 ～ 149 万円」（17.2％）、「50 ～ 99 万円」
（17.1％）と続き、300 万円未満で 83.2％となっている。　　

一方、正規雇用者では「300 ～ 399 万円」（26.0％）が最も多く、「200 ～ 299 万円」（25.3％）、「400
～ 499 万円」（15.8％）と続き、「200 万円以上」では 81.6％、「300 万円以上」で 56.3％となっている。

男女別で見ると、男性の非正規雇用者で「300 万円未満」で 84.3％、正規雇用者では「300 万円以上」
で 60.1％となっている。また、女性の非正規雇用者では「300 万円未満」で 81.8％、正規雇用者では「300
万円以上」で 47.6％となっている。

これにより、非正規雇用者では男女とも「300 万円未満」が８割を超えている一方、正規雇用者では「300
万円以上」が男性では６割を超え、女性でも半数近くを占めていることがわかる。

○　非正規で働いている理由（複数回答）
＜非正規雇用で働いている人への質問＞

非正規雇用で働いている理由は、「正社員（正規雇用）として働きたいが、採用が決まらないため」が
27.1％と最も多く、「自分に合う仕事を探しているのでそれまでのつなぎである」（24.3％）と続いている。（図

第３章　若年層の雇用状況実態調査
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参照）
非正規雇用者の中で、戸別訪問調査では『自由に働きたい』という意向が強く見られ、来場者調査では『採

用がなかなか決まらない』『自分に合う仕事がしたい』という意向が強く見られる。男女別では、男性は「正
社員（正規雇用）として働きたいが、採用が決まらないため」、女性は「働く時間を自由に決められるから」
が最も多い。

○　国や自治体に実施してもらいたい施策（複数回答）
非正規雇用者の国や自治体に実施してもらいたい施策は、「仕事と生活を両立するための支援の充実」が

46.5％と最も多く、「正規社員・非正規社員における格差の是正」（42.9％）「収入減を緩和するための助成」
（30.1％）と続いている。
○　業種や職種を選ぶ際に、参考にしたもの（複数回答）

非正規雇用者と正規雇用者を比較すると、非正規雇用者の「web サイトから」が正規雇用者に比べ 16.4
ポイント高い一方で、「学校における支援」と「先輩や友人からの情報」が正規雇用者に比べ 10 ポイント
程度低くなっている。

《分析結果から》

本研究における、分析結果の概要と確認された特徴は、次のとおりである。

【本調査の非正規雇用者と正規雇用者の比較】
○　対象者の属性、背景

非正規雇用者の状況は、正規雇用者と比較して、配偶者がいない、年収が低い、生活費を同居者等に負担
してもらっている、資金援助を受けているなどの傾向が見られる。　　　

なお、本調査では、「困ったときに頼れる人」、「学歴」については、非正規雇用者と正規雇用者で大きな
差は認められない。

○　現在の仕事、働き方

正規雇用者は専門的・技術的な仕事をして、1,000 人以上の規模の企業で働き、仕事の満足度が高いとい

第４章　終わりに
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う「安定」している傾向があるが、非正規雇用者はサービス・販売の仕事をして、仕事の満足度も高くない
など「不安定」な傾向がある。非正規雇用者の「不安定」な面は「単身の理由」に特徴的に現れており、「仕
事が不安定」「収入が少ない」「自分に自信がもてない」と思う比率が高い傾向が見られる。一方、「非正規
で働いている理由」を見ると『自由に働きたい』という非正規雇用を肯定的にとらえる傾向も一部見られる。

○　就職・転職の状況

非正規雇用の状況として、学卒時から非正規雇用である割合が高く、無職を含め非正規雇用で働いていた
期間が長く、転職回数が多い傾向がある。正規雇用者はその逆に、学卒時から正規雇用である割合が高く、
非正規で働いていたとしてもその期間が短く、転職回数も少ない傾向が見られる。

○　職業訓練の状況

職業訓練の利用状況等については、非正規雇用者で「利用したことがない」が多く、その理由は「職業訓
練校等を知らなかった」や「就職したい分野の訓練がない」の割合が高い。

【全国調査及び県内地域間における比較】
全国調査と比較すると、大きな差は見られなかったが、「国や自治体に実施してもらいたい施策」について、

「福祉・環境・農業などの産業での雇用創出」「地域で働き続けられるような施策の充実」「収入減を緩和す
るための助成」が本県のほうが低い傾向にあり、また、雇用についての不安感が低い傾向が見られた。県内
を地域別に分けて、非正規雇用者の意識等を見ると、「働く上で不安に思うこと」や「国や自治体に実施し
てもらいたい施策」について差が見られ、「横浜・川崎地域」と「その他地域」を比較すると、「働く上で不
安に思うこと」は「その他地域」が「解雇」に対する不安が 6.1 ポイント高くなっており、「国や自治体に
実施してもらいたい施策」については、「その他地域」が、「地域で働き続けられるような施策の充実」が 8.3
ポイント、「正規社員・非正規社員における格差の是正」が 5.0 ポイント高くなっている。

《今後の政策展開の方向性》

本研究の分析結果から見えてきた特徴と有識者のヒアリング等を踏まえ、今後の政策展開の方向性を考察
した。

○　各種若年者向け就業支援施策の継続

かながわ若者就職支援センターはワンストップサービスの機能を持ち、若年者の就業支援の中核的な役割
を果たしている。また、合同就職面接会等についても、正規雇用者の参加経験は非正規雇用者より高い割合
となっており、一定の成果を上げていると想定できる。これらの取組みは徐々に若年者に認知され効果を上
げているので、さらに支援内容の充実と継続的な取組みが望まれる。

○　職業訓練制度の充実

非正規雇用者が、専門知識や高度な技術を身に付け正規雇用として安定して働くためには、職業訓練を個々
の適性、希望に合わせてきめ細かく対応し、正規雇用者として雇用されやすい専門的・技術的な仕事ができ
るようなビジネススキルが身に付く内容とすることが必要である。

○　地域における雇用の場や就業機会の確保

「国や自治体に実施してもらいたい施策」として、「地域で働き続けられるような施策の充実」の比率が正
規雇用者よりも非正規雇用者が、また、県内地域間比較においても「横浜・川崎地域」よりも「その他地域」
が高くなっている。同年齢の仲間がいたり仕事にやりがいがあれば、フリーターでも継続ができ、また、生
きがいと仕事が一体化したフリーターに対して、行政が後押しすれば、安定した雇用形態に移行する可能性
があるとの意見もある。地域の有力な中小企業が認知されていない場合にＰＲを積極的に行うための支援も
有効と思われる。



40 かながわ政策研究・大学連携ジャーナル No.3 2012.9

○　情報の提供

卒業した後、非正規雇用者になると、就業に関する情報を得ることが困難になるため、県などの支援機関
が積極的に情報提供することが必要と思われる。例えば、若年者に対する就業支援の機関が横浜市中心部に
集中しているが、横浜市以外に住んでいる人へより多くの情報を提供するため、現在の機関が拠点としての
役割を担い、県内各地で情報を提供していくシステム作りなどを検討する必要があると考えられる。

《補論》

本研究は、平成 23 年度の１年間で実施した事業だが、その後、当センターのアドバイザー会議等におい
て指摘・アドバイスをいただき、改めて目的や分析結果について整理した。

本研究では、本県の若年層のフリーターの実態について、全国調査（「“35 歳 ” を救え」）との比較及び地
域の実態に関する先行研究（「若者のワークスタイル調査（地方版）」）との比較を行い本県の特徴を把握す
ることにより、国により行われている全国的なフリーター対策や地域における独自的なフリーター対策を本
県としてどのように位置付け、今後の政策をどう展開していくかを検証するための基礎資料とするために
行ったものである。

調査の結果、全国との比較調査では大きな差異は見られず、先行研究との比較調査においても、本県では
製造業の拠点が集積しているため、長野県に近い傾向が見られるのではないかと考えたが、大きな差は見ら
れなかった。しかし、本調査においては、積極的に働く意欲が強い就職支援センター等への来場者調査と、
県内の戸別訪問調査を別々に実施しているが、その比較分析において不足している点があった。例えば、「企
業に実施してもらいたい施策」では、男女の雇用形態・調査形態別でみると、男女の正規雇用と非正規雇用

（戸別）、男性の非正規雇用（来場者）は「生活水準に見合う賃金の維持・引き上げ」が最も多いが、女性の
非正規雇用（来場者）は「非正規社員の正規社員転換制度の導入」が最も多いという結果となった。（表参照）

今後、機会を捉え精緻な分析について検討し、実態調査結果の活用を図っていきたいと考えている。

４　研究に助言をいただいた方々

																										　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（敬称略・50 音順）
報告書執筆者：清水信行（政策研究・大学連携センター）
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